
住民と連携した災害廃棄物対策について
（環境創造部門）

災害廃棄物処理に関する住民連携の取組み実態を調査したところ、過去5年間に何かしらの住

民連携事業を実施した自治体の割合は約2割であり、災害廃棄物処理計画を策定済みと答えた

割合（約8割）と比べて著しく低かった。また、協働での訓練など、より積極的な住民連携を

行うには、地域リーダーの存在と専門家の支援が重要であることなどが示唆された。

自治体と住民が協力し、

災害廃棄物が正しい場所

に、正しい分別で排出さ

れることが重要。

なぜ「住民連携」か

目的：全国市町村における災害廃棄物処理に係る

住民連携の取組み実態を把握すること

方法：アンケート調査と統計解析

研究の目的と方法

結果：住民連携はどれだけ実施されていて、今後住民連携を進めるために何が必要か
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※本研究成果は第34回廃棄物資源循環学会研究発表会（2023年9月11日～13日、大阪工業大学）において発表された内容[1]の抜粋版です。
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住民連携とは？
この研究では情報の周知から協働まで幅広く含
むものと考える。例えば…

正しく排出されないことは、生活環境の悪化や、

復旧復興の遅れにつながる。

時期 2023年5月15日～6月23日

対象 全国の基礎自治体

項目 •過去の被災経験、災害廃棄物処理計画の策

定等の災害廃棄物対策の実施状況

•平時のごみ処理に係る住民連携の内容

•災害廃棄物処理に関する住民連携の内容

各自治体で実際に住民連携の取組みにつ

いて手法、効果、実施の前提条件等を複

数選択式で尋ねた

•住民連携による災害廃棄物処理の準備状況
上記を含む計17項目

住民連携の実施状況（n=1150）

過去5年間に何かしらの住民連携事業を実施

した自治体は20.8%（災害廃棄物処理計画が

策定済みと答えた割合は79.9%）

住民が能
動的にか
かわる住
民連携の
実施率は
1%程度

各タイプの住民連携の実施に重要な前提条件

「情報発信」→予算の確保

「対面訓練」→地域リーダーの存在、専門家の支援

「対面説明」→住民同士のつながり、住民の危機意識、住民と
行政とのつながり、地区集積所の設置方針が決まっていること

住民連携のタイプ（緑

色）と連携を進めるた

めの前提条件（赤色）

の対応分析結果：原点

から同じ方向にある要

素は、関係が深い
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